
福島県エネルギー・環境・リサイクル関連産業推進委託業務 

委託仕様書 

 

 この業務仕様書は、福島県（以下「県」という。）が業務に関する知識・ノウハウを

有する民間法人に委託して行う「福島県エネルギー・環境・リサイクル関連産業推進

委託業務」（以下「本業務」という。）の仕様等に関し、必要な事項を定めるものであ

る。 

 

第１ 本業務の趣旨及び概要 

  県では、これまで、「福島イノベーション・コースト構想」において「エネルギ

ー・環境・リサイクル」を重点分野の一つとして掲げ、浜通り地域等におけるエネ

ルギー・環境・リサイクル産業の構築に向け、産学官のネットワークの構築や地域

復興に資する実用化開発を推進しており、また、国は「2050 年カーボンニュートラ

ルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、「蓄電池産業」、「カーボンリサイクル産業」、

「資源循環関連産業」などの分野が重点分野として盛り込まれたところである。 

  このような動きをより加速し、経済と環境の好循環を導き東日本大震災からの復

興につなげていくため、エネルギー・環境・リサイクル関連産業の創出に向けた取

組を強化する必要がある。 

  本業務では、福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・

環境・リサイクル」に取り組むための推進母体である「ふくしまエネルギー・環境・

リサイクル関連産業研究会」（以下、「研究会」という。）を運営し、本研究会の活動

を通じた産学官のネットワーク構築に加え、新規参入、事業化、販路拡大まで一体

的・総合的に支援することにより、関連産業の集積を推進することを目的とする。 

 

第２ 本業務の期間 

契約の日から令和６年３月３１日まで 

 

第３ 本業務の内容  
１ 全般 

（１）拠点の設置 ・本事業の運営の履行に当たり、事業費の範囲内で活動拠点を設

置すること。 

・営業日及び時間は、月曜日から金曜日まで８時３０分～１７時

１５分を原則とする（祝日及び１２月２９日～１月３日の間は

除く）。 

（２）県との調整 ・県と随時調整を行い、事業の総括をする（月１回程度、進捗状

況の共有を行うこと）。 

（３）体制整備 ・エネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積について

確実な事業成果を出すために、その事業の取りまとめを行うコ

ーディネータ等を採用する。いずれも予算の範囲内で採用する

こととする。 

・また、コーディネータの研修について、計画策定し、継続的に

専門性の高度化に努めること。 

（４）事業計画 ・本業務にあたっての事業計画及び活動目標を策定し、必要に応

じて見直しを図ること。 



（５）情報発信 ・本県が進める施策への理解促進や研究会の活動広報等のため、

事業費の範囲内で研究会のホームページを管理・運営し、エネ

ルギー・環境・リサイクル分野における本県の取組を広く発信

すること。 

２ ネットワーク構築 

（１）研究会運営 ①研究会会員向けセミナー等の開催について 

・産学官によるネットワークを形成し、研究会会員（以下「会員」

という。）の技術基盤の強化を目的とし、会員のニーズにあっ

たセミナー等を開催すること。 

・開催に当たっては、セミナー講師の選定や謝金、旅費（実費弁

償）の支払及び会場使用料及び賃借料の支払を行うこと。 

・セミナー等の開催周知及び開催報告の情報発信を行うこと。 

②企画推進委員会について 

・研究会の運営等に関して協議する企画推進委員会を開催する

こと。 

③開催回数 

・開催は、以下の回数を基本とし、必要に応じて効果的な運営を

行うこと。 

 研究会      年２回程度 

 企画推進委員会  年２回程度 
 
（２）会員の募集

及び会員名簿の

管理 

 
・年間を通して会員の募集・発掘を行うこと。 

・入退会等の情報について、会員名簿を作成し、適切に管理を行

うこと。 

・会員名簿に関する情報の管理 

 会員名簿の情報については、電子データ等にて適切に管理し、

常時アップデートを行い、県からの求めに応じて提出できるよ

う管理しなければならない。 
 

（３）会員への定

期的な情報提供 

・定期的に県主催事業等の情報について、電子メールやホームペ

ージを用いて、会員に情報提供を行うこと。 

（４）ネットワー

クの構築 

・国内外のエネルギー・環境・リサイクル関連地域・機関とのネ

ットワークを積極的に構築すること。必要に応じて、県と協議

の上、関係する協会や協議会の会員活動に参加すること。 

３ 事業化支援 

・以下の取組等を通じ、エネルギー・環境・リサイクル分野での県内企業による新技

術・新製品の実用化開発や新たなビジネスモデルの構築などの事業化プロジェク

トを創出するとともに、伴走型支援により、事業化を推進すること。なお、事業化

の目安としては、例えば取引基本契約、販売代理店契約等とする。 

 ①事業化ワーキンググループの運営 

  早期に当該分野における事業化を図るため、浜通り地域 15 市町村に事業所を有

する企業を幹事企業とする事業化ワーキンググループ（以下、「ＷＧ」という。）

を設置し、定例会を開催すること。ＷＧの検討テーマ及び定例会の回数について

は、県と協議の上、定めることとする。なお、設置済み、予定のＷＧを含め具体

的支援目標は以下のとおり。 

  ア．バイオマス系廃棄物の資源化ＷＧの運営について 



    本ＷＧにおいては、本県の木質バイオマス発電所から発生する焼却灰や、メ

タン発酵バイオマス発電所から発生する消化液等の資源化事業を検討して

いるが、テーマの幅が広いため、個別具体的なサブテーマを設け集中的に議

論・検討するなどして、事業化に向けた活動を促進する。また、会員ニーズ

等を踏まえ、必要に応じて、本ＷＧで取り扱うテーマの拡充やＷＧ活動を発

展させるための再構築を検討する。 

  イ．太陽光パネルリサイクル・リユースＷＧの運営について 

    本ＷＧにおいては、廃太陽光パネルの「収集・運搬」「中間処理」「再資源化」

「リユース」及び「事業譲渡」の各個別テーマにおいて議論・検討を深める

体制を構築するとともに、各個別テーマの検討結果を集約し、本県における

太陽光パネルリサイクル・リユースに関するモデル（仕組み）構築の素案が

まとまるようにＷＧ活動を支援する。 

  ウ．上記のほか、本研究会に新たなＷＧを１件設置し、運営を開始する。 

 ②個別マッチングの支援 

  県内企業等への訪問等により、各企業が有するシーズやニーズの把握に努め、事

業化や取引拡大に向けたマッチング及びフォローアップを行うこと。マッチン

グ件数は１５件を目標とする。なお、県内企業等への訪問等のヒアリング結果に

ついては、電子データにて、常時アップデートを行い、県からの求めに応じて提

出できるよう管理しなければならない。 

４ 実績報告書の作成 

・本業務の完了後、実績報告書を作成すること。 

５ 上記の他、本県のエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積に必要な

業務 

・その内容については、県との協議の上で決定すること。 

 

第４ 契約に関する条件等 

 １ 県との調整 

   本業務を遂行するにあたっては、県と十分調整した上で業務を行い、業務遂行

中も適宜状況を報告すること。 

 ２ 県の施策に対する理解 

   受託者は、県のエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積に係る施

策に関しての理解を深めるとともに、事業の目的を逸脱しない業務を行うこと。 

 ３ 書類等の適正な管理・保管 

   受託者は、事業者等から提出のあった各種書類について、活動拠点に保管し、

保管場所等を電子データに記録し、常時、県からの求めに応じ検索し提出できる

こと。 

 ４ 予実管理 

   予算と照らして、研究会運営、事業化支援等の各事業に係る実績管理を行う。

また、県が求めた場合には、速やかに実績と計画を報告すること。 

 

第５ 受託者の責務 

 １ 苦情等の処理 

   本業務に伴って生じたトラブル等に関しては、受託者が責任を持って対応する

こと。 



 ２ 信用失墜行為の禁止 

   受託者は、本業務の実施にあたり、県内事業者等及びその関係者と利害関係を

持つなど、県の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

 ３ 法令等の遵守 

  （１）個人情報等の守秘義務 

    本業務を通して知り得た個人情報及び企業の情報等については、他に漏洩し

てはならない。なお、個人が特定される情報は原則として第三者へ提供しない

こと。 

  （２）個人情報等の目的外使用の禁止 

    個人情報及び申請企業の情報等については、他の目的で使用すること及び売

買することを禁止する。 

  （３）委託契約終了後の取り扱い 

    上記、（１）及び（２）については、本業務の委託契約が終了した後も同様で

ある。なお、個人情報が記載された資料については、事業完了後、県に返還す

ること。 

 ４ 施設・設備の目的外使用の禁止及び信頼性の確保 

   受託者は、本業務の受託業務を行うために用意した施設又は備品を本業務以外

の目的で使用してはならない。 

 

第６ 業務報告 

  受託者は、業務の遂行に当たり、本業務の着手又は完了後、速やかに次の書類を

提出しなければならない。 

 （１）委託業務着手届 

 （２）委託業務完了報告書 

 （３）委託業務実績報告書 

（４）成果品 

    成果品として、以下のものを指定された期日までに、県の指定する担当者に

提出すること。なお、作成にあたっては、内容及び体裁について予め十分な時

間をとって県と協議しその承認を受けること。また、電子媒体で提出するもの

については、Microsoft Word、Excel、Power Point あるいは PDF 形式で作成

し、格納媒体はＣＤ－Ｒとすること。 

   ・委託業務実績書            ２部 

   ・電子媒体（ＣＤ－Ｒ）         １部 

 

第７ その他 

 １ 旅費規程 

   受託者が業務の遂行にあたり必要と認められる国内外出張を行う際の旅費規

程は、委託者の旅費規程を準用すること。 

 ２ 本仕様に定めのない事項等 

   受託者は本業務の実施にあたり、不明な点や変更点、本仕様等に定めのない事

項が発生したときは、県と協議の上、決定するものとする。 

 ３ 留意事項 

ア 成果の帰属 

本業務により得られた成果は、原則として県に帰属するものとする。 



イ 本業務の引継 

受託者は本業務に係る契約の終了後、他社に本業務の引継を行う必要が生じ

た場合は、県内事業者等の利便性を損なわないよう必要な措置を講じ、円滑な

引継に努めるものとする。 

ウ 本業務に係る書類の整備・保管 

本業務に係る書類の整備・保管については、次のとおりとする。 

①本業務の書類については、他の業務と混同しないよう区分すること。 

②本業務の実施にあたっては、次の会計関係書類等を準備し、適切な業務運営 

を図ること。 

・総勘定元帳、現金出納簿等の会計関係帳簿類 

・本業務に従事するスタッフ等の労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労働

関係書類 

・その他、本業務に係る関係書類（支出関係の証憑書類等） 

③本業務終了年度から５年間保管すること。 

エ 受託者は、本業務に係る会計実地検査が実施される場合には、県に協力しな

ければならない。 

オ 本業務に関連し、受託者の故意又は過失など受託者の責により、県に損害が

生じた場合は、受託者は県に対してその損害を賠償しなければならない。 

 


